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１．は じ め に

今，国際的な企業会計基準の統一化の動きの

なかで，企業にとってみれば極めて重要な意味

をもつと思われる「包括利益」制度の国際的基

準化の論議が最大の山場を迎えようとしてい

る 。

本稿では，先ずこの問題について取り上げる

ことから出発し，すでに当該問題をめぐる国際

会計基準審議会（IASB）内部の議論では，本来，

「財務会計」の領域であるはずのものが「（財務）

情報会計」へとシフトするような考えかた，す

なわちイギリス型ともいえる基準案が強まって

いることについて議論を深める。そして，こう

した「（財務）情報会計」へシフトする場合，そ

もそもその会計情報を提供する「公共の利益」

のための会計とは何なのかについて取り上げ，

それが結局は国際会計基準の策定の場にあって

は，国際的な会計の政治化という現象を生み出

すことを明らかにする。

このような問題意識から，ひとつの会計学の

専門的な研究領域として「国際政治会計学」と

いう領域を，新たに提唱するとともにその内容

を４つに区分して説明していく。さらに，この

「国際政治会計学」という研究領域の視点から，

現在我が国で進められている経済構造改革のう

ち，とりわけ対日投資促進のための行動計画を

取り上げ，その経済政策がどのような経済社会

を形成することになり，そしてその形成に際し

て国際会計基準が果たす機能とは何かを分析し

ていく。最後に，そうした現在の日本政府の押

し進める市場原理主義政策が，アメリカのアー

ミテージ・レポートの内容に即したものである

ことを明らかにしている。

２．IASBの「包括利益報告」プロジェク

トと「財務会計」の変化

周知のように，現在の国際会計基準設定機関

である IASB，そしてその前身である IASCは，

ともにその成立当初から今日まで一貫して英米

を中心とするアングロ・アメリカン型会計を特

色として発展してきたが，その総括ともいえる

「包括利益」制度と全面時価会計の導入に向け

て，一気に英米主導の国際会計基準化政策が表

面に噴き出してきたという感がする。「包括利

益」制度化賛成論のオピニオンも聞こえてきそ

うであるが，我が国では，どちらかというと反

対論すなわちこれまでの企業会計の歴史におい

てその業績指標，経営成績指標として重要な役
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割を果たしてきている「純利益」に基づいた計

算構造を堅持したいと考える意見が多い。

なぜなら，イギリスの会計基準審議会（ASB）

と IASBとの共同作業で進められているいわ

ゆる IASBの「包括利益報告」プロジェクト

（2003年６月，それまでの業績報告（Perfor-

mance Reporting）プロジェクトから包括利益

報告（Reporting Comprehensive income）プ

ロジェクトに名称が変更されている。）における

「包括利益」の内容は，現行のアメリカで行わ

れているようなあくまでも「純利益」をベース

としたうえでの「包括利益」とはその基本的な

コンセプトが全く異なるものであるからであ

る。IASBが検討している「包括利益」は，資産

負債アプローチを徹底し，原則としてすべての

資産と負債を対象とした時価評価ないし公正価

値評価を行い，その結果そこから生じるすべて

の評価損益，すなわち未実現損益を「包括利益」

に含めて計上しようとするものであり，「純利

益」の姿を完全に消してしまおうとするもので

ある 。

アメリカの現行の「包括利益」制度と IASB

が進めるその制度の基本的な相違点について簡

潔にいえば，前者のアメリカの現行制度（1997

年に導入） というのは，伝統的な業績指標と

しての「純利益」をベースとしながら，1981年

に公表されたFAS52号における「在外子会社

の財務諸表の換算時に生じる換算調整勘定」，

1985年に公表されたFAS87号における「追加

最小負債の未認識過去勤務原価に対する超過

額」，そして1993年に公表されたFAS115号に

おける「売却可能有価証券についての未実現保

有損益」という３つの未実現評価損益を漸次拡

大して「その他の包括利益」として会計上認識

し，計算書に明示することが制度化されたもの

である 。したがって，その基本コンセプトはあ

くまでも「純利益」をベースにしたうえでそこ

に収まらないその他の未実現の評価損益を，別

途「その他の包括利益」（包括利益計算書又は持

分変動計算書）に計上し，それらが実現したと

きに「純利益」に振り替えるというリサイクル

方式であり，まさに純利益中心の考え方なので

ある。

これに対して，後者の IASBの「包括利益報

告」プロジェクトにおいて検討されている「包

括利益」のスキームは，上述のアメリカの「純

利益」スキームとはつぎのような３つの基本的

な点で異なっている。すなわち，①純利益の廃

止，②評価損益対象の拡大，③リサイクリング

の禁止である。IASBは，企業業績を表す指標と

して包括利益を位置付け，純利益のスキームを

廃止しようとしていること，また IASBは未実

現保有損益を評価する対象を，金融商品や為替

差損益に限定せず，土地や建物，工場などの事

業性資産，さらにR＆D費用などの繰延資産ま

で拡大しようとしていること，そして IASBは

これまでのような純利益を廃止することで加算

する対象項目が無いことから，リサイクリング

を禁じていることが挙げられる 。

このように，IASBの「包括利益報告」プロ

ジェクトの考えでは，純利益を廃止したうえで

原則として事業性資産を含めたすべての資産を

対象として毎期時価評価し，その評価差額は未

実現損益として包括利益に計上されるから，我

が国で2005年度より適用される予定の事業性

資産の減損会計のように限定した評価をするも

のではない 。

こうしたイギリス主導の IASB「包括利益報

告」プロジェクトが及ぼす一般企業への影響は

計り知れないものがあるが，とりわけ重要な問

題点と思われるのは，第一に，当期純利益のよ

うに会計期間の企業の経営成績，業績を明示す

るという企業会計上の経営成績表示に関する最

大の機能が包括利益ではまったく薄れてしまう

ということが挙げられる。つまり，複数の会計

期間にまたがって実現するかどうかわからない

第５巻 第１号2



1 ITO 0003

ような不透明な評価損益すべてを，当該会計期

間の利益（包括利益）として計上することは，

当該会計期間の企業の経営成績（この場合，主

として実現主義に基づいた収益があくまでも期

間成績の基礎と考える。）の表示の意義を全く薄

めてしまうことになる。そして，我が国のよう

な確定決算主義を採用する国，そして商法上の

配当可能利益の算定計算を目的としなければな

らないような国にあっても，国際会計基準適用

対象の企業に対してはいわゆる伝統的な「財務

会計」の枠組みを根本から変えて，いわば「財

務情報会計」ともいえるような「情報会計」ベー

スの計算書の作成への移行を余儀なくされるこ

とになる。結局，こうした「情報会計」のもと

での会計計算では，投資家をはじめとするステ

イクホルダーの意思決定に有用な会計情報を提

供する目的に特化することのみが最優先され，

これまでの歴史的所産ともいえる税法や商法上

の会計的利益，すなわち純利益概念に基づく会

計としての「財務会計」との整合的な制度的枠

組みが崩れることを意味するのである。

また，第二には，さらに重要なことであるが，

時価評価の対象をすべての資産・負債に拡張す

ることにより，市場性の無い事業性固定資産の

評価や，市場が存在する場合でも種々の評価方

法の中からどの方法を選択するかで全く異なる

評価額となってしまったり，将来収益や将来

キャッシュフローの予測・予見の次元の資産評

価によりこれまで以上にそこに恣意性あるいは

恣意的判断が介入することが懸念される。

「（財務）情報会計」の行き着く所が，今問題

となっているような「包括利益報告」プロジェ

クトの内容であるとすれば，それは，個別企業

単位やグループ企業単位の期間損益計算の適正

化と，投資家をはじめとするステイクホルダー

の意思決定に有用な会計情報の提供という両者

の目的（いわば「伝統的な財務会計目的」）を果

たすための財務会計からは全くかけ離れた存在

であるといわねばならない。まさに「財務会計」

の目的領域の中から財務情報の提供目的に力点

を置き過ぎた結果としてもたらされたのが，こ

の「（財務）情報会計」の領域であるともいえ，

すでに「（財務）情報会計」の領域は「伝統的な

財務会計目的」から離れてどんどん一人歩きを

始めている状況にある。

もとより，こうした（財務）情報会計に基づ

く会計情報の作成義務を負わされるのは，国際

的な資本市場から資金調達するグローバル企業

であると割り切れば，大多数の中小企業にとっ

てはさほど重要な問題ではないと考える向きも

あるかもしれない。しかし，現代の経済のグロー

バル化の将来的動向は決してそのように甘いも

のではないように思われる。例えば，欧米，日

本をはじめとする買収ファンドや買収目的の投

資会社は，まさに中規模，大規模企業の区別な

く買収のための商品として買収候補企業リスト

を作成し，実際の買収行動を行っている。まさ

にそのような投資機関にとっては，企業の投資

価値を見極める上での時価評価ベースの貸借対

照表と「包括利益」表示の包括利益計算書など

の財務諸表は，その意味での有用な意思決定情

報なのである。将来的に，投下した金融資本か

らどれだけの投資収入が得られるのかという金

融資本本位のディスクロージャーの貫徹した原

則こそが，今日の国際会計基準をグローバル金

融資本市場のインフラとして構築させている最

大の本質的な要因であることを考えると，国際

資本市場から資金を調達する企業を対象とする

という前提もいつ崩れるかわからないといえ

る。

こうした状況を直視した場合に，先ず素朴な

疑問として沸き上がることは，IASBや IASC

がその活動目的でいうところの「公共の利益の

ために」 会計基準を設定するとは一体どのよ

うな意味をもつのかということである。

現在の IASBではその活動目的が次のよう
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にのべられている。「IASBは，公共の利益のた

めに唯一，一組みの高度な質をもち，グローバ

ルな会計基準を発展させることがコミットされ

ている。そして，その会計基準では，財務諸表

の一般目的として透明で比較可能な情報が要求

される。」

この IASBの目的に関する文脈では，明示的

に「公共の利益」についての説明はないものの，

グローバルな会計基準を発展させる責務を負っ

ており，その国際会計基準で要求されることが，

財務諸表の透明性と比較可能性をもつ情報とし

ての役割であることがのべられている。このこ

とは，財務諸表の利用者の立場に立った会計情

報を国際会計基準に基づいて提供することが含

意されているといってよい。したがって，この

ように理解してくると，財務諸表の利用者のた

めの国際会計基準の発展こそが公共の利益にな

ると考えられているといえよう。

では，現実的に，国際会計基準に基づいて作

成された財務諸表の利用者とは誰なのであろう

か。それは，主として（国際的な）投資家およ

び潜在的投資家であると答えるのが妥当であろ

う。

逆説的な言いかたをするならば，企業自身や

債権者，労働者，政府，消費者等そのいずれか

に公共の利益が該当するとしても，実際に

IASBが作成している国際会計基準と，それに

基づく会計ディスクロージャーあるいは会計情

報提供の対象となるのは，やはり実質上（国際）

投資家が主体であるといえるからである。もち

ろん，IASBは，「公共の利益」とは投資家だけ

ではなく会計情報を利用するすべての利用者の

ためであることを強調するかもしれないが，現

実問題として現在の国際会計基準が果たしてい

る機能あるいは果たそうとしている機能は，間

違いなく国際的な投資家の投資意思決定情報と

して最大の利益をもたらすのであり，彼らのた

めのいわゆる「公共利益」提供目的であること

は否定できないであろう。

そもそも IASBがその国際会計基準を発効

し，拘束力をもつことになったのは，周知のよ

うに証券監督者国際機構（IOSCO）が定めたコ

アスタンダードを取り入れることによりその承

認を得るという手続を経たからなのであり，こ

うした事実関係からも IOSCOの目的に即した

うえでの IASBの目的があるともいえる。つま

り，両者は一体となってひとつの国際会計基準

機構を作り上げているのである。そのようにみ

ると，では IOSCOとはどのような基本的な目

的をもった機関かといえば，それはまさしく国

際的な資本市場の発展のために，各国証券監督

者を組織化してその各国の協力のもとに効率的

な市場を形成し，実効力のある規制を確保する

こと，そして国際的な証券取引に関する基準と

その監視を確立することなどが活動目標とされ

ているのである 。

このように，国際資本市場のさらなるグロー

バル化のためには，それをインフラとして支え

る国際会計基準の存在とその発展は，国際資本

市場での投資効率を改善し，資本市場への参加

者を拡大する意味でも必要不可欠なのである。

まさにこうした意義のために，IASBと IOSCO

とが協調し，一体となって活動する共通の利害

があるわけであり，国際投資家のための国際的

に統一した会計基準作りを行う必然性がある。

したがって，IASB（IASC）がいうその活動目

的としての「公共の利益」とは，どのようにみ

ても実質的には「（国際）投資家および潜在的投

資家」のための利益であるとしか思われないの

である。

ここに，「投資家の利益」＝「公共の利益＝公

益」とみなす考えかたと，その他のステイクホ

ルダーとを含めた意味での公益，あるいは国全

体の社会構成員という意味での公益とする考え

かたとの間あるいは差異に違和感を感じざるを

えないのであり，そして素朴な疑問が沸き起こ
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1 ITO 0005

る理由がある。この疑問は，会計の政治化現象

に重要な意味をもつ。すなわち，公益と私益（し

かも様々な利害を追求する私益がある）という

対立的な概念，そして様々な私益あるいは公益

という名目の私益を求める利害者集団間の対立

という社会の現実が会計現象となって現れるか

らであり，また国際会計基準のように国際的な

場でいかなる会計基準を採用するかという問題

は，国家（公益）間の対立（それは結果として，

国際的な視点からすれば一国家の公益という名

目の私益と他の国家の公益という名目の私益の

対立，あるいは複数の利害を共有する国家グ

ループという私益グループと他の国家ないしグ

ループとの間の対立ともみることができる。）と

いう国際社会の現実が会計現象となって現れる

からである。

こうした国家間あるいは国家グループとの間

の利害対立が生ずる理由の一つとして重要な視

点を挙げれば，それは各国間の社会経済構造の

相違があげられる。（もちろん，他にも既存のこ

れまでに作成された各国会計基準の歴史的所産

としての相違なども，その理由として挙げられ

る。）

すなわち，例えばそれは，次のような全く相

反する両極端の社会経済構造の事例を想定する

と理解しやすいであろう。

Aという金融資本先進国のような場合，この

場合には証券市場を中心とした金融資本市場

（とりわけ直接金融方式の金融市場）が十分に

発達していて，国民も個人投資家として株式等

の有価証券や投資ファンド，投信などにかなり

の割合において市場参加し，また企業も直接金

融による資金調達を資本市場から大半が行うな

ど，証券市場を中心とした直接金融方式の資本

市場が社会経済構造的にみて重要なウェイトに

置かれた国の場合である。このような国にあっ

ては，投資家のための利益をもって，ある程度

の「公共の利益」に置き換えられるかもしれな

い。しかし，このAとは全く異なる社会経済構

造の場合ではどうであろうか。

Bという金融資本後進国のような場合あるい

は発展途上の国の場合，この場合にはそもそも

証券市場などの資本市場（とりわけ直接金融方

式の金融市場）が未発達であったり，不十分な

状況であったりする。国民の大半がその所有す

る資金を貯蓄にまわし，証券市場などの金融資

本市場に個人投資家として市場参加する割合が

相対的にみて少ない。また，企業も間接金融方

式による資金調達を中心とし，直接金融方式の

資金調達は相対的にみてそのウェイトが低い国

の場合である。こうした社会経済構造に特徴を

見いだせる国の場合には，投資家のための利益

をもって，「公共の利益」とすることには無理が

あるといわねばならない。それは公共性という

点で，あまりにも直接金融方式の資本市場が社

会経済構造的にみて十分に発達しておらず，そ

の意味で投資家の社会経済上の公共性が低いか

らである。

このようなAとBという相異なるケースに

よって，「公共の利益」に関する捉えかたは自ず

と違ってくるといえる。

現在の日本の状況は，はたしてAとBのいず

れの状況にあるといえるのであろうか。確かに，

日本は，橋本内閣のもとでの金融ビッグバン構

想の政策以降，資本市場は間接金融方式から直

接金融方式へと政策的に転換する方向を示して

きている。小泉内閣のもとではさらに加速度的

にそうした経済政策を取ってきている。しかし，

そのようなBからAへの変化ないし移行はみら

れるとはいえ，まだまだAに属するイギリスや

アメリカとの間にはかなりの社会経済構造上の

開きがあり，日本がAのような状況にある国で

あるとはいえない。むしろ，国民にしろ企業に

しろ，まだまだBの状況に依存しているのが実

態である。

このように，極端であるかもしれないが，B
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に属する状況にある国の場合には，投資家の存

在が絶対多数ではなく，その意味で公共性がど

の程度あるのかが問われるのである。

IASBや IOSCOは，このように金融資本市

場の発展段階に世界各国に相違があることを前

提に，金融資本先進国の立場から金融資本後進

国を育成しさらなる金融資本のグローバル化を

図り，発展することを目標としている。そして，

そのためには，英米のような金融資本先進国の

立場から金融資本市場の発展と投資家への会計

情報提供が，「公共の利益」になると考えている。

したがって，それはあくまでも先ず金融資本先

進国によるグローバル金融資本市場の形成を目

指す狙いがあるのであり，後発の国の金融資本

との競争上の優位性があるからこそ組織化して

推進する意義がある。「公共の利益」という言葉

は，そうした後発の国々の金融資本市場を金融

資本先進国に市場開放し，結果として先進国の

金融資本が市場活動を容易にする機会を与える

ことが本質であることを見えにくくする意義が

あり，むしろすべての国々の投資家が国際資本

市場に市場参加できることのみが強調され，大

義名分として使用されているように思われるの

である。

いずれにしても，英米のような上述のAに属

する国々における「公共の利益」のもつ意味と，

そうではないBに属する国々の「公共の利益」

のもつ意味では大きな相違があるといえ，そう

した各国の国内次元の公益が異なることで，国

際次元での利害対立という現象が生ずる根本的

原因の主因があると思われるのである。

３．国際政治会計学の提唱と研究対象領域

今日の国際会計基準作りというのは，繰り返

しのべるようにアングロ・アメリカン型の会計

基準であることにその特色がある。英米それぞ

れの国ですでに採用されているものや，採用を

検討しているものと類似した内容の基準が，グ

ローバル化され，あるいはされようとしてきて

いる。このことは，別な言いかたをすれば，国

際資本市場に共通する統一的な国際会計基準の

設定という名目のもとで，これまでのような国

益や国内産業の視点に立った各国独自の会計基

準設定活動が，大きく英米諸国の影響を受けた

ものに転換することを意味する。このような意

味においては，単に「財務会計」から「（財務）

情報会計」への移行という会計現象の上での会

計領域上の変化として捉えるだけでなく，こう

した会計現象の内容を歴史的にそして現実の政

治的かつ政策的な国際会計基準の設定プロセス

を研究対象とする視点に立って，より本質的に

考察していくことが問われることになる。

筆者は，上述のような今日の IASBと

IOSCOとの両者一体となった国際会計機構の

構築の現状，さらには種々の個別の会計基準を

めぐる各国の利害対立の状況等を，歴史的にそ

して社会経済構造の変化やその変化に影響を及

ぼす経済政策の分析という視点に立ってより本

質的に考察することを目的とした「国際政治会

計学（International Political Accounting）」と

称する新たな研究対象領域を提案したいと考え

ている。

もう少し詳細にこの「国際政治会計学」の概

念領域を整理しておくと，その内容は，時系列

的にみて便宜上大きく分けてつぎのような四つ

に区分することができる。もっとも，これらの

便宜的な区分は，以下の説明の中で触れるよう

に，会計現象の対象が「過去」のものか，「現在」

のものか，そして「未来」のものかという時系

列的区分を設定することに基本をおいている。

しかし，本来，いつの会計現象を分析するにし

てもその視点というのは，過去の歴史的分析に

基づいた結果に基づきながらその積み重ねに

よって現在，そして未来へと継承されていくこ

とから，それら三つの時系列的区分の領域に貫
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徹する分析総合としての体系的領域の研究領域

も，四つ目の領域として存在すると思われる。

すなわち，「第一の国際的な過去の会計現象」，

「第二の国際的な現在の会計現象」，「第三の国

際的な未来に生じる可能性のある会計現象」，そ

して「それら第一から第三のすべての会計現象

に関する分析総合としての体系的研究」という

四つの区分である。

第四の区分は，第一から第三までの総合研究

であるので，現時点ではその部分を省いて説明

していくことにする。

第一は，「国際的なこれまでの過去の会計現象

について，その背景にあった政治的かつ政策的

側面を，歴史的にそして同時に国際的な社会経

済構造の実態の変化にも視点を置きながら考察

し，解明する領域である。」例えば，IASBや

IASCがどのような歴史的意義をもって成立

し，今日まで発展してきたのか，その過程の政

治的，政策的背景と実践行動の分析や，IOSCO

がグローバルな目的に改組し，今日まで国際会

計基準設定に果たしてきた政治的，政策的背景

とその実践行動の分析，またそこにおいてSEC

が果たしてきた役割などを，歴史的にそして社

会経済的な構造の変化という視点に基づいて考

察し，解明していくことが例として挙げられる。

上述の１）の1981年に公表された外貨換算会

計基準が最も最初にアメリカで取り上げられた

「その他の包括利益」であることは，まさに特

徴的にこの会計史的分析の視点にかみ合う現象

であるといえよう。すなわち，1971年８月15日

のニクソン・ショック（ドル・ショック）政策

に大きな影響を与えたとされる当時のニクソン

大統領が設置した国際貿易投資政策委員会

（The Commission on International Trade
 

and Investment Policy）によるレポート，『相

互依存世界における米国の国際経済政策

（United States International Economic Pol-

icy in an Interdependent World）』（1971年７

月）と，このニクソン・ショックの新経済政策

について説明したニクソン政権時の財務長官

ジョージ・シュルツ及びケネス・ダムの共著『新

聞の見出しを超えた経済政策（Economic Pol-

icy Beyond the Headlines）』とに基づいて新通

貨政策の意義を歴史的に捉えると，すでにニク

ソン・ショックと称される金とドルの交換停止

宣言が発表された時点において，「変動為替相場

制度」への移行という当時のアメリカがおかれ

ていた閉塞的な経済的状況を打開するための経

済戦略があったことがわかる 。こうした社会

経済的構造の変化に対応した経済政策ないし経

済戦略の結果が会計上の新たな変革，すなわち

外貨換算会計基準の策定や，会計基準の国際的

統一化への動きへと加速させた重要な歴史的か

つ経済的要因のひとつであることが推察される

のである。（なお，この問題の詳細な史的考察は，

別稿で取り上げたい。）

第二は，「国際的な現在の会計現象について，

その背景にある政治的かつ政策的側面の現実な

いし現状を，国際的な社会経済構造の実態に視

点を置きながら考察し，解明する領域である。」

この第二の領域は，上述の第一の歴史的考察と

は切り離すことができないかもしれないが，あ

えていえば国際的な会計現象の現実ないしは現

状を考察対象の中心に据えるものであり，した

がって歴史部分や次の第三でのべる将来的提案

の考察にまたがることも当然考察の性質上あり

うることである。例えば，既述のような現在

IASBが検討している「包括利益報告」プロジェ

クトをめぐって，イギリスのASBと IASBは，

どのような国際会計基準化のための政治的，政

策的な会計戦略を立てているのか。そして，ア

メリカFASBとそれらの機関との間における

互いの見解のすり合わせのプロセスではどのよ

うな主張がなされ，またそこではSECや

IOSCOなどがどのような関与を行っているの

か等といった分析が必要である。また，他のド
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イツやフランス，日本等の国々の会計基準設定

機関やEUに対しては IASBがどのように対

応し，そしてどこに決着点を見いだそうとして

いるのかといった考察が我が国の立場に立つと

必要である。さらにいえば，逆の立場すなわち

日本やフランス，ドイツといった国々の立場か

ら，それぞれの国あるいはEUとして IASBの

動きに対してどのような戦略で対応しようとし

ているのか，そこに連携・協力する可能性はあ

るのかといった考察も重要となろう。こうした

現在進行している会計問題（会計現象）につい

て，現在の国際的な社会経済的構造の実態（例

えば，イギリスは世界で最も金融資本に依存し

た経済構造を現状としているという実態）に基

づいた視点から，その政治的，政策的な側面を

対象に考察し，解明していくのである。

ただし，この領域の現状分析は資料収集にお

いて限界があり，どうしても議論の現場やその

舞台裏に立たないと直接的な分析資料は収集で

きないという難点がある領域である。

そしてさらに，この第二領域では，つぎの第

三の領域につながるような現状分析も行うこと

が必要であろうと思う。それは，国際投資家の

ための国際会計基準作りを柱とする現在の国際

会計機構とは別次元の目的をもつ会計，例えば

ソーシャル・アカウンティングという会計領域

に属する各国の比較国際的な発展状況の現状分

析であり，財務会計あるいは（財務）情報会計

とは別次元ともいえるその他の会計関連の研究

や制度に向けた動きも研究対象とするのであ

る。（そして，もちろんこのような財務会計以外

の目的をもつ会計の過去の歴史的領域について

は，「国際政治会計学」の上述の「第一の領域」

の研究対象として含まれることになる。）こうし

た領域の歴史的そして現状の分析が，将来にお

ける第２の国際会計機構の構築や，第２の国際

会計基準作りの状況につながる可能性がある場

合には，社会経済構造の変化に基づいた視点か

ら事前に考察しておくという意義があろう。た

とえそれが，将来において結果的に，国際的な

会計制度として実現しなかったとしても，その

場合にはなぜ制度化されなかったのかという歴

史的な視点からの研究をすることが「国際政治

会計学」の第一の領域の研究対象になると思わ

れるのである。

私見では，これまで日本はそうした先見的な

視点に立った会計（制度）研究に遅れてきたき

らいがあり，むしろ逆に将来の健全な国際社会

の発展に貢献するような会計領域の研究と，そ

の成果に基づく国際会計機関構築への積極的な

役割を担うような会計戦略を主導的に行うこと

が期待されるのである。この意味においても，

会計関連領域のさまざまな比較国際会計の現状

分析は欠かせないと考えている。

第三は，「上述の第一と第二の領域を考察し，

解明した一定の成果あるいはその途中経過の分

析をもとにして，国際的な会計現象につながる

将来的な展望や提案を，国際的な社会経済構造

の実態の変化に視点を置きながら，政治的，政

策的に考察する領域であり，場合によっては日

本が中心となってその研究成果をもとに海外に

向けて政策的に発信する領域である。」この第三

の「国際政治会計学」の領域こそが，日本が主

体的に国際的な次元においてその会計責任を果

たしていくために必要不可欠な会計研究を行う

ことができる可能性のある領域であり，その研

究成果を政策的に，さらには組織化したり，他

の国々の関係機関と協力・連携したりする方策

を講じながら，さまざまなかたちで国内および

海外に向けた会計責任を果たす行動，そしてそ

の実現のための施策と行動の具体化を目標とす

る領域である。例えば，上述のような IASBが

導入を検討している「包括利益報告」プロジェ

クトに対して，先ずは各国の反応を含めた現在

の状況を正確にそして客観的に分析する。また，

かかるプロジェクトが国際会計基準として発効
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した場合の我が国経済や産業，企業に及ぼす影

響についてもシミュレーション分析を行い，そ

の結果に基づいて IASBに直接その見直しを

求めることが必要になる。あるいはまた，同プ

ロジェクトの反対国すべての連携・協力関係を

築き，その頂点として我が国が主導するような

ことも必要になるかもしれない。

このように，この第三の領域では，第一と第

二の領域の研究成果に基づいた未来の国際的に

予測される会計現象を，国際的な社会経済構造

の実態の変化に視点を置きながら，考察してい

くことを領域とするのであるが，他の国の利害

に基づく将来的なさらなる会計戦略が支配し，

入り込む前に国際社会経済の健全な発展を展望

して，日本が主導するような状況が期待される

領域ともいえるのである。それはまた，ソーシャ

ル・アカウンティングのような会計関連の領域

においても，しかりである。

藤井（2004）の現状分析によれば，「IASBが

策定する国際会計基準は，2005年以降，EUの

会計基準として採用され，7,000社余りのEU

域内証券取引所上場企業に適用される。一方，

韓国やタイ，インドネシアを中心に東アジア各

国では，98年の通貨危機以降，その根因として

各国企業会計制度の未整備が指摘されるなか，

国際会計基準の導入が急速に推進されている。

加えて，アメリカの財務会計基準審議会

（FASB）は，IASBの包括利益プロジェクトで

は強硬姿勢をとっているものの，2002年10月，

国際会計基準の統合に向け IASBと緊密に連

絡を取り合っていくことで合意し，爾来，積極

的な相互協力関係が展開されている」 とい

う状況であり，今後の展開は予断を許さないと

いわれている。

また，国際社会の発展とともに，そして多国

籍企業の発展とともにその企業の社会的責任

（CSR）を現実のものとするための動向が注目

されてきており，とりわけCSRと会計との関

連の取組みについては，今日の IASBのように

将来において，例えば国際的なソーシャル・ア

カウンティング基準設定機関の成立の可能性も

視野に入れた広範な分析やそれに基づく政策的

な研究が早急に求められているというのが現状

であろう。なぜなら，すでにイギリスにおいて

はソーシャル・アカウンティングのための会計

基準と監査基準を発行している専門的な機関，

すなわち Institute for Social and Ethical
 

Accountability が 1996年にロンドンで設立

されて活動しており，我が国も主導性をもって

このような動きに遅れることなく対応し，組織

立った研究を行う機関が必要になってきている

といえよう。

以上のように，「国際政治会計学」の研究対象

領域について考えているところをまとめてきた

が，もちろんその領域の設定の仕方などに不十

分な点があるであろうし，また大きな問題が含

まれているかもしれない。そのような点につい

ては是非賢者諸氏の意見を求め，より精緻化し

た概念領域の設定に導きたいと思う。

ところで，そもそも国内的な政治会計学の問

題は，1960年代から70年代にかけてアメリカ

において盛んに議論噴出したことは周知のとお

りである。例えば，「石油・ガス会計基準」をめ

ぐるFASBと SECの論争にエネルギー省や議

会の政治的な力が働いたことはよく知られてい

るが，この事実は「FASBの公益論」が「政府

機関の公益論」に屈した事例であり，この場合

には「FASBの掲げる公益は限定された範囲内

での公益でしかなく，より優先すべき公益があ

ると上位機関（SEC）が判断した，ということ

である。極言すれば，FASBの標榜する公益は

この場合，単なる私益にすぎなかったというこ

とになる。つまり，投資家保護（FASBの掲げ

る公益＝投資家の私益）がエネルギー政策や独

占禁止政策（国民あるいは公衆の利益＝公益）

と対立し，その調整をSECが図ったのであ
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る。」

この事例は，会計基準と公共政策との関連で

非常に重要な経済的影響を有していたものであ

るが，他にも1962年と1971年の二度にわたる

投資税額控除の会計をめぐる事件や，1975年に

発行されたFAS８号の外貨換算会計基準が，

多国籍企業による反対によって1981年の

FAS52号に取って代わられた事件などが挙げ

られる 。この他にもさまざまな会計基準の設

定プロセスや会計現象において当該基準に関連

する業界団体やそれを代弁する議員，そのため

のロビイング活動等の事実を直視した研究領域

を扱う意味でも政治会計学（Political Account-

ing）という会計領域はこれまで存在してきたと

いえる。

例えば，最近のアメリカの事例では，ストッ

クオプション（株式購入権）会計基準をめぐる

会計の政治化の現象が挙げられる。これは，エ

ンロン事件，ワールドコム事件などを受けて，

FASBが経営者による不正蓄財の温床となっ

たストックオプションの会計処理について現行

の会計基準ではオプション支給の費用を計上せ

ずに済むのに対し，今後は何らかの方法で費用

を計算し計上させようとする方針を打ち出した

ことにハイテク業界が強く反発したことに端を

発している。同業界はワシントンの議員や

FASB関係者に説得を繰り返し，当初の一律に

費用計上を義務づける方針からオプション費用

の計算方法を複数用意し，企業によって使い分

けるという案に変化してきているといわれる。

そして，その背景には，ハイテク産業がこれま

での会計論から産業政策論へその焦点を移した

戦略が功を奏した，すなわち情報技術（IT）産

業の雇用がインドや中国に流失している問題が

米国の国内政治問題の争点となってきたことを

とらえて，費用計上を義務づければ新興企業が

オプションを使えなくなるのに対して，中国等

は有利なオプションを武器に人材を獲得し，米

国の国際競争力が弱まることを訴える戦略に出

たためである。こうして，SECの委員からもオ

プション会計基準は会計問題というより政治問

題であるからFASBは企業の報酬制度の選択

に介入すべきではないとの発言がでるなどハイ

テク業界の思惑に沿った流れになりつつある

が，最終的には政治問題化することが避けられ

ないともいわれている 。また，こうした業界

側の動きに対しては，機関投資家がストックオ

プションの費用計上要求を株主総会で提案し，

圧力を強めており，例えばヒューレット・パッ

カード（HP）の株主総会では従業員向けストッ

クオプションの推定費用を決算に反映させるよ

うに求める大手年金基金の決議案が過半数の賛

成で可決されるという事態も生じている 。今

後の決着が注目されよう。

以上のような，いわば国内次元の政治会計学

の会計現象はあくまでも国内の個別の会計問題

を処理する基準作りをめぐって，業界や議会，

FASB，SECなどの間で政治的な動きをみせる

ものであるのに対して，筆者が先にのべた国際

政治会計学（International Political Accout-

ing）の研究対象領域は，いわば各国（ないし各

国グループ）の利害対立と国際会計基準化の過

程での各国（グループ）の会計戦略という分析

視点が基本であるのでその点で明らかに異なる

ことがわかる。つまり，既存の IASB（およびそ

の前身の IASC）という国際会計基準設定機関

は，国際的な資本市場で資金を調達しようとす

る多国籍企業を主として対象にしてその国際投

資家を保護する目的で会計ディスクロージャー

を促進し，グローバルスタンダードとしての国

際会計基準に準拠した財務諸表を作成するよう

求めている。この場合の個別に発行される国際

会計基準の内容をめぐって，各国の意見対立が

表面化し，それぞれの国の経済事情や産業界の

事情の相違，あるいは会計基準の歴史的所産を

反映して，自国の私益を優先する対立となり場
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合によっては国の政治の場で議論されることに

なる。

したがって，このような国際的な経済的利害

を有する国際会計基準の作成の場では，その組

織運営における支配体制を構築することによっ

て利害の主導権を握ろうとする判断が働くので

ある。現在の英米諸国を中心とするアングロ・

アメリカン型会計を採用する国々の支配は，綿

密なる国家戦略の積み重ねの結果獲得したもの

であり，日本が IASBの予算の１割強もの分担

金（アメリカについで第２位）を拠出しながら

発言力をもてないのは，これまで明確な戦略を

もってこなかったことが大きな原因であるとい

われている。国際会計基準作りの舞台裏は，ま

さに国際政治そのものなのである 。

４．日本経済の構造改革と国際政治会計

学の一断面

現在の日本政府は，アメリカの市場原理主義

政策の圧力を受けて昨年の３月に対日投資促進

のための行動計画として，外国企業が日本企業

を買収しやすい環境の整備など５分野・66項目

を盛り込んだ対日投資会議（議長・小泉純一郎

首相）の報告書をまとめた。外国企業が日本企

業の合併・買収（M＆A）をしやすくする仕組み

の整備項目に関する報告書の内容を例に挙げれ

ば，欧米のM＆Aでは買収企業が新たに発行す

る株式と，買収される企業の株式を交換して子

会社化する株式交換が主流なのに対し，日本の

商法などでは国内企業同士でしか認めていない

点を改めて外国企業にも株式交換を解禁するこ

とをその内容としている。かかる整備の趣旨は，

日本の対内直接投資の残高が名目国内総生産

（GDP）に対して１％程度にすぎず，20～30％

に達する欧米に比べて格段に少ないこと，そし

て対日投資を日本再生の切り札にするため外資

への根拠なき警戒感を払拭し，制度を改革して

誘致に努力することを求めた点にある 。

まさに日本政府自らが，積極的に外国資本に

よる日本企業の買収政策を打ち出したのであ

る。はたしてこの政府の政策は，後世に悔恨あ

るいは禍根を残す結果とならなければよいので

あるが，現実の企業買収をめぐる動きは，1990

年代の友好的買収の時代から現在では敵対的買

収の時代に変化し，株式交換やTOB（株式公開

買い付け）が活発化してきているといわれてい

る。今や，日本企業もこうした敵対的買収の動

きにさらされる経営環境になってきたのであ

る 。

この敵対的買収という経済現象は，イギリス

では1970年代以降に早くも顕在化し，企業買収

への対抗手段として資産に対する時価評価が採

り入れられていった。すなわち，敵対的買収に

対抗して事業を継続するために，不動産資産を

再評価し，その未実現評価益を資本の部に計上

して自己資本を増加させる会計処理が採用され

てきたという。このような事情からイギリスで

は，貸借対照表の時価評価が会計慣行として定

着したといわれる。こうしてイギリスでは，ア

メリカとは異なり，金融商品，土地・建物の固

定資産，海外企業への投資などの未実現評価損

益と純利益（又は純損失）とを合算して総認識

利得（又は損失）が算出され，総認識利得損失

計算書において損益が確定したと考えてリサイ

クリングは行わない。つまり，IASBの「包括利

益報告」プロジェクトと同じ考えかたとなって

いるわけである 。

このように，イギリスは金融資本の先進国で

あり，また金融資本の発展に大きく依存する産

業構造となっている点で日本とは異なるといえ

る。英米に比較して日本は，どちらかというと

まだまだ技術立国，工業立国としての産業構造

に力点がおかれているのが現状であってイギリ

スやアメリカのような金融資本先進国とはいえ

ない 。
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こうした経済構造，産業構造の相違が背景に

あるからこそ，日本の産業界は期間利益として

の純利益が業績指標として優れていると判断し

ているのであり，純利益を無くして包括利益に

変更することには異議を唱えているわけであ

る。イギリスやアメリカのような金融資本先進

国の政策が，日本や欧州各国に現在急速に浸透

しはじめているのは，結果としてグローバルな

金融資本市場作りを目指す英米の国家戦略とそ

の圧力に屈することにつながることが危惧され

る。すなわち，英米の金融資本戦略に対抗し，

日本や欧州各国も金融資本の国際競争に乗り遅

れまいとする政策の転換が，今日のそれらの政

府主導のもとで図られつつあるのが現状だから

である。

上述の日本の対日投資行動計画はその最たる

ものであるが，英米の金融資本がもっている金

融商品や金融技法のノウハウは，歴史的にみて

我が国よりも数段優位な状況にあり，だからこ

そ日本の金融資本市場に参入する状況を生み出

し，それによって莫大な投資収益の機会が得ら

れると確信しているのであろう。こうした金融

資本の目論見は，日本のこれまでの間接金融方

式による企業の資金調達形態から，直接金融方

式による企業の資金調達へと大きな転換を図

り，国際資本市場の確たる形成を築くことにあ

ると思われる。このような英米の得意とする金

融資本の分野での優位な状況を作り上げ，引い

ては資本主義全盛の国際的基盤を構築すること

が究極的なねらいなのではないかと推察される

のである。

その意味でも，どちらかというと資本市場の

育成・発展において欧米よりも遅れている日本

の欧米型への転換は，日本政府がとりわけアメ

リカからの圧力を受けて行った経済構造の行動

計画に現れているといえるのである。

確かに，外国資本の対日投資が増えれば，日

本の経済はこれまでの停滞から脱出する可能性

があり，ひとつの選択肢ではあろう。だが，こ

うした買収による企業の商品化や株価の落ち込

んだ企業の低価格での買収とその買収企業の転

売価格での利鞘による儲けという手法が蔓延

し，それが日常化する経済社会というのは果た

して健全な社会形成といえるのであろうか。欧

米では一般常識で通ずる手法かもしれないが，

技術立国の方向を中核に据えた日本型経済構造

を発展させていこうとする視点からすると，こ

うしたより安定した社会形成に向けた努力に対

して，むしろ投機的な金融資本優先の社会へと

転換させてしまうのではないかという疑念が生

ずる。

国際会計基準およびそれを作成する国際会計

機構は，こうした金融資本のグローバルな活動

のために必要不可欠なインフラであり，金融資

本がグローバルに発展していくという目的を遂

行するための手段としての側面をもっている。

この意義を理解するならば，何故にイギリスや

アメリカのような金融資本先進国が中心とな

り，国際会計基準作りをアングロ・アメリカン

型会計基準にしようとしているのかというその

動向の本質を捉えることができよう。

日本政府が今行っている経済構造改革のひと

つである対日投資政策は，国際的な金融資本の

呼び水となり経済発展に寄与することが期待さ

れているが，逆にこうした金融資本先進国の日

本市場への資本参入によって日本企業の姿が外

国資本の企業に変っていくことについてはどの

ように考えているのであろうか。それは，市場

の原理に基づくものであり，日本経済の発展に

つながるものであると考えているというのが答

えであろう。まさに現在の日本政府の行ってい

る経済政策は，市場原理主義を採り入れた政策

なのであり，その意味では国際会計基準につい

てもその機能を果たすことが期待されていると

いうのが本当のところである，としないと矛盾

するといわねばならない。
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ただし，国際会計基準を受け入れることは，

市場原理主義を推進していくうえで必要である

ことを肯定したとして，現在の日本基準が国際

会計基準にかなり近い水準まで達しているにも

かかわらず，英米の基準に比較するとまだ開き

があるのは，繰り返すことになるが日本の社会

経済構造と英米のそれとの相違がそのまま反映

しているのである。したがって，本来ならば社

会経済構造の相違が埋められてはじめて本当の

意味で会計基準の国際的統一化を議論すべきと

ころを，互いの経済構造の溝を残したままで金

融資本先進国主導の会計基準の国際的統一化を

強行しようとするから，これが国際的な会計の

政治化の問題となって表面化するのである。

日本の経団連が，「包括利益報告」プロジェク

トの国際会計基準化に反対するのは，日本の経

済構造の実態を反映し，一期間の企業業績を示

す指標として優れているのは「純利益」である

からであり，決して「包括利益」ではないから

である。「包括利益」を表示するとしても，あく

までそれは現行のアメリカ型のような「純利益」

をベースにしたリサイクル調整の「包括利益」

でなければ妥協はできないというのが本音であ

ろう。

この問題については，我が国の企業会計基準

委員会も経団連と同様の立場であるが，日本の

金融庁は日本の産業の側に立った会計基準の考

えかたと IOSCOに加盟する立場，すなわち国

際的な金融資本市場を発展させる立場との狭間

で果たしてどれだけ本当に日本の国益，日本の

産業のために力を尽くしてくれるのかが注目さ

れる。

ところで，ここで基本的な問題に立ち返って

考察をしてみることにしよう。本来，「対日投資」

の最大の目的であり，利益といえるものは何な

のであろうか。それは，現在の日本の産業空洞

化を補完してくれるような外国資本による企業

や工場，雇用を増やしてくれることであり，ま

た地方経済の産業の活性化をもたらしてくれる

ことでなければならないはずである 。ところ

が，外資による日本企業の買収を柱とするよう

な対日投資政策では既存の我が国企業が外国資

本の企業に取って代わられるだけで，企業の増

加や雇用の増加，まして地方経済の活性化に直

接つながるようなものではない。

むしろ日本の経営者にとっては，敵対的買収

のリスク問題に神経をすり減らし，本業の経営

活動に悪影響をもたらすことの方が懸念される

のではないか。日本経済の構造改革は，このよ

うに対日投資による日本経済の成長と活性化と

いう本来の大義名分とは離れた方向で，むしろ

技術力のある日本企業が外国の資本によって狙

いうちをされ，企業は買収のための商品とみな

されるような金融資本主義が横行するのを促進

するための構造改革であり，将来的な日本社会

の総合的な，調和のとれた発展という展望に欠

ける改革とはいえないであろうか。このままの

社会で推移したとして，巨額の富を得るのは一

体誰なのか。

実は，小泉構造改革の旗印のもとで行われて

いる，アメリカ型市場原理主義に基づく対日投

資行動計画としての，外資呼び込みによる日本

企業の買収促進，M＆A型投資社会の形成とい

う経済政策や，外交政策，その他の諸政策は，

2000年10月に発表されたアーミテージ・レ

ポート の内容に沿ったものであることがわ

かる。そして，そのレポートには，国際的に認

められた会計基準に関する日本を含むアメリカ

のパートナー諸国との交渉を，とりわけ金融機

関の活動のために求めることが必要であるとの

べられている点に注目しなければならない。

このアーミテージ・レポートとは，アメリカ

と日本のパートナーシップに関心をもつアメリ

カの超党派研究グループ全員（16人の各分野の

専門家で構成）が合意した見解をレポートとし

たものであり，そのメンバーの頂点には現在の
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ブッシュ政権下でも親日派といわれるRichard
 

Armitageが立っている。かかるレポートは，主

として安全保障，情報技術，経済的な関係，外

交といった分野を対象としており，あくまでも

このレポートのなかの意見，結論，勧告は，こ

の研究グループの執筆者のものであり，政府機

関などの公式のものではないということが冒頭

部分でのべられている 。しかし，このような

レポートが公表されること自体，それはアメリ

カのブッシュ新政権が発足する直前の対日政策

を日本に伝えるメッセージの役割を果たしてい

るように思える。

このレポート全体を読んでみると，上述の各

分野における対日政策がそれぞれ別個の分野で

ありながら，非常に全分野が統一した視点で，

全一体と化した枠組みの政策的見解であるよう

に見受けられる。

すなわち，このレポートの中心部分を構成し

ている視点というのは，日本とアメリカの日米

（軍事）同盟戦略のさらなる強化（日本の集団

的自衛禁止の撤廃と自衛隊の平和維持活動，人

道支援活動任務の責任遂行），アジア各所・各地

域に存在する軍事危機対応の体制協力と情報技

術・情報収集分野での協力といった，いわば軍

事的な防衛協力を前提にし，そのうえで日米間

の経済協調体制の構築をうたった内容となって

いる。そして，その経済協調体制の中身はとい

えば事実上の対日要求を掲げたものとなってい

ることが特徴である。

ここで，その「経済的な関係」に関する対日

要求の項目としては，五項目が挙げられている

が，その中につぎのような会計に関する一項目

がある。すなわち，「会計，事業運営，そして規

則の策定においてより透明性がなければならな

い。」 という項目であり，会計ディスクロー

ジャーの拡張を求めていることがわかる。そし

てさらに，こうした対日要求項目を前提に，ア

メリカは自らが達成すべき課題としてやはり五

項目を掲げ，そのうちの一項目の中で「（アメリ

カとパートナーの諸国に対して）国際的に認め

られた会計基準に関する交渉を，とりわけ金融

機関のために追求しなければならない。」 と

明示している。つまり，アメリカからみて日本

の会計基準は投資家の観点に立ったディスク

ロージャーがまだ不十分であること，そしてそ

のためには国際会計基準を受け入れたものにす

るよう日本を含むパートナー諸国と交渉してい

くことが，とりわけ金融資本の活動のために必

要であると，対日経済関係のレポートの中で明

記している。

このレポートの経済関係のその他の骨子はと

いえば，日本経済の構造改革の推進と外国資本

の対日投資の増大，さまざまな貿易障壁の撤廃

と資本市場の開放，日本の自由貿易協定（FTA）

の推進・拡大などであり，いずれもが現在の小

泉政権が推進している基本的な経済政策と符号

するのである。そして，日米両国の経済協調政

策は，着実に我が国の社会経済構造に変化をも

たらしてきており，グローバルな金融資本によ

る日本企業の買収行動とそれに伴う企業再編な

どの動きが活発化している。すでに国内外の投

資会社が日本企業の買収に振り向けるファンド

（投資基金）が2003年にも１兆円を超える

状況になっているといわれるのである。

こうした金融資本のグローバル的活動を支援

する国際会計基準策定の動向は，本稿の冒頭部

分でのべたように，いよいよ最終章へと向かう

様相を呈してきている。日本は，これまでの数

年間の間に，国際会計基準にかなり近い水準に

まで会計基準の改正を立て続けに行ってきた。

しかし，「包括利益報告」プロジェクトと全面的

時価会計の問題は，我が国の社会経済構造の実

態からみて，あまりにも金融資本優位のイギリ

スを頂点とする考えかたに即したもの，あるい

は世界各国の国際的に活動する金融資本の立場

を重視したものであり，日本の現在の会計基準
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のスタンスからはかけ離れた内容を含んでい

る。この点で，日本は，いたずらに孤立するの

ではなく，その独自の会計基準の立場について

利害を共有する国々と連携・協力する方策を模

索していくことが必要になっているといえよ

う。

５．お わ り に

以上の考察から，本稿で何を問題とし，何を

考察したかがある程度明らかにされたと思う。

会計学に固有の，企業会計上の個別の技術的

な問題，とりわけ認識と測定上の原理的なテー

マをミクロ的な会計学というならば，筆者が本

稿で提唱し，一定の分析を加えたテーマはいわ

ばマクロ的な会計学ということができるかもし

れない。しかも，そのマクロ的な視点には国際

的な会計の問題のみならず，経済政策や政治的

要素も多分に含まれる内容になっている。

日本国内の会計基準のみを前提に，その策定

に頭を悩ましていた時代は過去のものとなり，

今や国際会計基準という各国の利害調整の結果

として生まれる産物を相手に，会計研究者も苦

悩しなければならない時代にすでに突入してし

まっていたことを再認識する必要がある。

すでに遅きに失したかもしれないが，今後日

本独自の会計的利害を強く主張していくために

も，例えば上述のようなミクロ的会計学の研究

を，日本の経済構造の実態を前提にし，各国と

の利害調整の場に有用な研究成果として提示し

ていくことが重要な課題となる。我が国の企業

会計基準委員会だけにその任務を任せるのでは

なく，広く会計研究者の個別問題における研究

成果や政策提言を一箇所の機関に集約するよう

な戦略的機関を設けることも一案であろう。

それはまた，既存の国際会計基準のみを視野

におくのではなく，将来のより健全な社会の発

展した姿を見据えてさらに進化した会計関連の

事象や会計関連の制度を研究したり，そしてま

たその成果を国際社会に日本から進んで発信

し，むしろ主導していくという，いわば会計の

国際競争力を視野に入れた基礎的研究も必要に

なっているといえる。これは，先見的な「国際

政治会計学」の領域といえるかもしれない。

いずれにしても，これまで上でのべてきたよ

うな私見というのは，今日の国際会計基準をめ

ぐる政治化の現象から学びとったものである

が，会計学が本当の意味で社会科学の一領域で

あるならば，こうした研究は本来，投資家や投

機家のためだけにあるのではなく，また国益の

ためだけにあるのでもない。むしろ，広く人間

社会の発展のためにあるのであって，その何も

のでもないはずである。「国際政治会計学」が，

このような社会科学の学問としての基本的な視

点を考えさせられるテーマであることだけは疑

いの余地がないと思う。

注

⑴ この「包括利益報告」プロジェクトについては，

日本は本業の期間利益がわかりにくくなるとして反

対を表明しており，IASB内では一時，廃案も検討さ

れていたが，ここにきて IASBと英米の会計基準設

定機関が水面下で議論の進め方の案を作り，３月17

日の定例理事会に提出することが判明し，急転回の

様相を示しているようである。（日本経済新聞，2004

年３月13日付けを参照のこと。）

⑵ 藤井英彦稿，「国際的会計基準統合の問題点～抜本

的見直しを要する包括利益プロジェクト～」，Japan
 

Research Review2004年 ３ 月 号 OPINION,

http://wwwjri.co.jp/JRR/2004/03/op-finance.

htmlを参照した。

⑶ アメリカでは，1997年６月にFAS130号「包括利

益の報告（Reporting Comprehensive Income）」が

公表され，「包括利益」の報告をつぎのような３つの

うちのいずれかを任意に選択できることとした。

１）損益計算書の中で，当期利益，その他の包括

利益およびその合計額としての包括利益を表

示する方法
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２）独立の報告書（包括利益計算書）で，当期利

益から始めて，その他の包括利益および包括

利益を表示する方法

３）株主持分変動計算書の中で包括利益を表示す

る方法

なお，FASBでは３）よりも１）または２）を推

奨している。

(Cf.FASB,ORIGINAL PRONOUNCEMENTS
 

ACCOUNTING STANDARDS as of June 1,

2002,FAS130.)

⑷ 大塚成男稿，「アメリカの会計基準における『その

他の包括利益』」，佐藤信彦編著『業績報告と包括利

益』，白桃書房，2004年，6-14頁参照。

⑸ 藤井英彦，前掲稿，２頁を参照のこと。

⑹ 同上稿，６頁を参照のこと。

⑺ この「公共の利益」を含む活動目的について，

IASCの定款ではつぎのように規定されている。「⒜

財務諸表の作成・表示に際して準拠すべき会計基準

を公共の利益のために設定・公表し，それらが世界

中で承認され，遵守されることを促進する。⒝財務

諸表の作成・表示に関する規則，会計基準および会

計手続の改善と調和化のために広く活動する。」

(IASC, Preface to Statements International
 

Accounting Standards, International Accounting
 

Standards 1997, International Accounting Stan-

dards Committee,1997.)

⑻ IASB, International Financial Reporting Stan-

dards incorporating  International  Accounting
 

Standards  and Interpretations, International
 

Accounting Standards Board,2003,P.1.

⑼ IOSCOでは，その組織の活動目標としてつぎの４

項目を挙げている。

①公正かつ効率的な市場を保持するために，国内

外の次元で市場のより実効性のある規制を確保する

よう協調を図ること。

②国内市場の発展を促進するため，各国当局の経

験に関して情報交換すること。

③国際的な証券取引に関する基準および効果的な

監視を確立するため各国の努力を結合すること。

④基準の厳格な適用および違反に対して効果的な

執行を行うことにより，市場への信頼を確保するた

めの相互援助を提供すること。

(IOSCO,Objectives and Principles of Securities

 

Regulation, about IOSCO, March 2004, http://

www.iosco.org/about/)

⑽ IASCが成立する社会経済的な背景を分析してい

く過程で，当時の為替変動相場制という新経済政策

が多国籍資本にもたらした影響は，外貨換算会計基

準のみならず会計基準の国際的統一化の動向に大き

な変化をもたらしたと推察するに至った。この点に

ついての詳細な検討は別稿に期したい。

この当時の新経済政策については，The Commis-

sion on International Trade and Investment Pol-

icy,United States International Economic Policy
 

in an Interdependent World, July 1971ならびに

George P.Shultz and Kenneth W.Dam,Economic
 

Policy Beyond the Headlines, Stanford Alumni
 

Association,1977を参照のこと。

藤井英彦，前掲稿，４頁。

この点について，欧州で広がる国際会計基準と米

国会計基準の違いを減らすための会計統合計画が動

き始めており，３年後を目処に両者の会計基準の統

合を目指すとされている。具体的には，IASBと

FASBが大別して35項目を統合の対象としてお

り，すでに４項目の改定案が発表されている。この

ような両者の統合が現実のものとなった場合には，

EUが2005年からのEU域内企業に国際会計基準

をさせるのを受けて，アメリカのSECも2007～2010

年に国際会計基準だけで米国での新株や債券発行を

認める可能性が大きいといわれている。日本の金融

庁は，EUに対して日本が国際会計基準を受け入れ

る代わりに，EUに日本の会計基準を引き続き認め

るよう要請する方針のようであるが，その場合でも

現在の日本基準を国際会計基準と合致した形に修正

する必要性が指摘されている。（日本経済新聞，2004

年１月13日付けを参照のこと。）

Rob Gray, The social accounting project and
 

Accounting Organizations and Society Privileg-

ing engagement, imaginings, new accountings
 

and pragmatism over critique?, Accounting,

Organizations and Society 27(2002),P.702.

大石桂一著，『アメリカ会計規制論』，白桃書房，

2001年，75頁。

Cf. David Solomons, Making Accounting Pol-

icy, Oxford University Press, New York, 1986,

PP.220-238.
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加藤盛弘監訳，『会計原則と会計方針』，森山書店，

1990年，251-27頁を参照のこと。

日本経済新聞，2004年２月14日付け。

日本経済新聞，2004年３月22日付けを参照のこ

と。

日本経済新聞，2003年12月26日付けを参照のこ

と。

日本経済新聞，2003年３月９日付けを参照のこ

と。

日本経済新聞，2004年３月11日付けを参照のこ

と。

藤井英彦，前掲稿を参照のこと。

やはり，同様にこのような英米と日本との経済構

造の相違に着眼し，日本が拠って立つべき会計シス

テムは実現を擁護することであるという指摘が藤井

秀樹教授からされている。（藤井秀樹稿，「会計基準

の調和化をめぐる国際的動向と日本の調和化戦略」，

『会計』，第163巻第２号，2003年２月，29-30頁を

参照のこと。）

日本経済新聞，2004年３月22日付けを参照のこ

と。

Institute for National Strategie Studies &

National Defense Univerity, The United States
 

and Japan : Advancing Toward a Mature Part-

nership (INSS Special Report),http://www.ndu.

edu/inss/press/Spelreprts/SR JAPAN.HTM

Ibid.,P.1.

Ibid.,P.10.

Ibid.,P.11.

日本経済新聞，2002年10月24日付けを参照のこ

と。
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